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て第 312 条以下の規定の適用範囲を定めている。民法第 312 条第２項第４号
における民法第 651a条による旅行給付に関する諸契約のための例外領域
Bereichsausnahmeは、指令第 27 条第２項でなされた消費者諸権利指令（EU
指令第 2011/83 号）第３条第３項 gの改正を視野に入れて適合されるべきで
ある。個々的には、すなわち、
a について
　民法第 312 条第２項第４号における民法第 651a条による旅行給付に関する
諸契約のための現行の例外領域は、廃止される。指令第 27 条第２項は、「消
費者諸権利指令（EU指令第 2011/83 号）第６条第７項、第８条第２項及び第





















































































Aufl. § 651a Rn. 8 参照）と結びつけている。時折にのみ旅行を主催する、従
来の理解による非営利的な主催者は、このため将来は完全に排除される（従






めにも契約を締結することができる（Fuehrich, Reiserecht, 7. Aufl., § 5 Rn. 47 

































（Staudinger/Staudinger (2016) § 651a Rn. 19 参照）。ドイツ連邦通常裁判所 BGH
は、「ダイナミックな束ね（「ダイナミック・パッケジング」）」に関するその
判決において、EuGH判決に明確に従った（BGH, Urteil vom 9. Dezember 2014 
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(2016) § 651a Rn. 19 ;BGH,a.a.O.参照）、この場合には、契約締結後に行われる。














































第 651a条第 4 項第１号）。指令は、考慮理由 18 において、限界価格
Schwellenwertが総代金の 25％以上を占めるときには、観光的給付が組み合わ
せの全体価値において重要な部分を形成しているということから出発してい


















































現行の規制を受け継いでおり（Palandt/Sprau, 75.Aufl., § 651a Rn. 8）、かつ、
これを、客観的な基準を手がかりに「自己の責任で」というメルクマールを
放棄して、第３条第２号 b第ⅰ乃至第ⅲにおける指令の準則に目を向けて発
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き上げを考慮して、民法第 651a条第４項第３文は、現在、第 309 条第１号に
明示的に影響を与えていない。したがって、契約締結と旅行開始との間に４
か月を超える期間があるときにのみ、代金引き上げが考慮される（Palandt/






























































これと同時に、指令第 11 条第３項 cが開いている立法的余地が利用される。




11 条第２項 aおよび bは、指令がこの選択肢のみを許容していることを明ら
かにしている。本来の契約への旅行者の固執は、考慮に入れられていない。
現行の法状況を受け継いで（Fuehrich, Reiserecht, 7. Aufl., § 5 Rn. 182; Palandt/


























存する事例報告が引き合いに出されうる（BGH2005 年１月 11 日判決、－ X 
ZR 118/03; Hannover 簡 裁 2014 年 ４ 月 04 日 判 決、 － 427 C 12693/13; 


































とするかの決定の要件は（Fuehrich, Reiserecht, 7. Aufl., § 14 Rz. 20;  Staudinger/







たときは、信義則違反から出発すべきである（MueKoBGB/Busche, 6. Aufl., § 
649 Rn. 28 参照）。矛盾的行動 widerspruechliches Verhalten又は信義則違反の原
則は、EU法においても定着しているから（権利濫用については、EuGH2007
年７月 05 日判決、－ C-321/05 参照；信義則の原則については、EuGH1997







MueKoBGB/Tonner, 6. Aufl., § 651i Rn. 29 参照）。第３文の規定は、指令第 12
条第１項第５文の国内法化に資する。
ｈ第３項について






















いる報告事例も考慮に入れられ得る（BGH2012 年８月 21 日判決、－ X ZR 
138/11; BGH2012 年８月 21 日判決、－ X ZR 146/11; Darmstadt地裁 2013 年 12
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月 18 日判決、－ 7 SW 90/13 参照）
　回避不能な異常事態に基づく解除の効果は、旅行開始前の解除の他の事例
におけると同様に、旅行主催者は、合意された旅行代金の請求権を失い、かつ、
第５項により、返済義務を負うことである。旅行者の更なる請求権は存しな
い。とりわけ、旅行者が追加的な補償請求権を有しないことに明示の規定は
必要ない（指令第 12 条第２項末尾参照）。そうでなくても、このことは、回
避不能な異常事態に基づく旅行者の解除の場合には、損害賠償請求権のため
の要件が存在していないという事情から判明する（民法草案第 651n条第３
号）。
ｈ第４項について
　第４項は、旅行開始前に契約を解除する旅行主催者の可能性を定めている。
これにより、指令第 12 条第３項並びに第４項第１文が国内法化されている。
　第１文第１号によれば、まず、契約中に表示された最少参加者数より少な
い人数しか申し込まなかった場合に旅行主催者の解除権が存する。旅行主催
者は、契約に定められた期間内に解除の意思表示をしなければならない。し
かし、彼は少なくともａ乃至ｃに挙げられている期間を守らなければならな
い。すなわち、６日間を超える旅行期間の場合には、旅行開始の 20 日前まで
に（a）、２日間乃至６日間の旅行期間の場合には、旅行開始の７日前までに（b）、
2日未満の旅行期間の場合には、旅行開始の 48 時間前までに（c）。
　さらに、第１文第２号により、旅行主催者が、回避不能な異常事態により（第
３項第２文を見よ）契約を履行できないときには、旅行主催者は解除できる。
この場合には、彼は遅滞なく解除理由を知らせて、解除の意思表示をしなけ
ればならない。
　第２文により、旅行主催者が解除するときは、旅行主催者は合意された旅
行代金の請求権を失う。この場合、旅行者は追加的な補償請求権（指令第 12
条第３項参照）を有しない。当該留保に基づく旅行の許容される取消の場合
についても、回避不能な異常事態の存在の場合の旅行主催者の解除の場合に
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ついても、旅行者の追加的な補償請求権の要件は存在しないであろう。
ｈ第５項について
　第５項は、旅行主催者が、解除により旅行代金の返済義務を負うときは、
旅行主催者は、遅滞なく、しかし解除の意思表示の到達後 14 日以内に、必ず
返済しなければならないことを規定している。この規定は、指令第 12 条第４
項第２文と一致して、旅行開始前に旅行者が解除する場合（第１項乃至第３
項）並びに旅行主催者の側からの解除の場合（第４項）に関連する。
